
③仕様書改定案（帳票要件 等）に関するご意見

修正前 修正後 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細

29 帳票要件 120102 （償却資

産）

評価証明

書

- 知事配分及び大臣配分については、評価額の一部が配分され

通知されたものであるため、市町村長の権限により「評価

額」として証明すべき項目ではないことから、備考欄にその

旨記載すべき。

例）本項目は地方税法389条の規定により総務大臣（または都

道府県知事）により配分され通知された価格　　など

知事配分及び大臣配分については、評価額の一部が配分され

通知されたものであるため、市町村長の権限により「評価

額」として証明すべき項目ではないことから、備考欄にその

旨記載すべきではないでしょうか。

当該欄に記載されている評価額は、あくまでも本市分として

配分されたものであり、市長が決定したものではないことを

明確に示す。

質問

頂戴したご意見を踏まえ、以下に該当する場合に備考欄

にその旨を追記する要件追加を検討しております。記載

事例等、ご意見があればお聞かせください。

知事配分の場合：

本項目は地方税法389条の規定により総務大臣により

配分され通知された価格

大臣配分の場合：

本項目は地方税法389条の規定により総務大臣により

配分され通知された価格

賛成

問題ございません。

賛成 意見はありません。 賛成 賛成

知事配分の場合：～知事により配分され

通知された価格、ではないでしょうか。

しかしながら、大臣配分・知事配分をわけ

る必要もなく、両方から配分がある場合も

あるので、「総務大臣・知事により配分

～」とした方が単純でいいのではないでしょ

うか。

賛成 意見はありません。 賛成

追加する方針で問題ありません。

なお、質問内容に「知事配分の場合：～法389条の規定により総務

大臣により配分～」とありますが、「知事により～」または「道府県知事

により～」が正しいのではないでしょうか。

その他

・知事配分の場合は、「本項目は地方税法389条の規

定により知事により配分され通知された価格」と読み替えて

回答いたします。

・備考欄に記載する場合、配分者（大臣又は知事）に

よって、記載内容を分ける必要はないと考えます。記載例

は、提案団体様のご意見を参考に考案すればよいのでは

ないでしょうか。ただし、現在の様式では、”大臣配分”及

び”知事配分”の両方に関係がある納税義務者を扱い得る

ため、その点を考慮する必要があると考えます。

なお、本都では、そもそも本証明書に「大臣配分」「知事

配分」の項目は設けず、「合計」にのみ印字すれば足りると

考えています。

賛成 賛成 分かりやすいのでいいと思います。 賛成 賛成 賛成 異論ありません。 10 0 1 反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴しているため、記載の通りに反

映します。

185 帳票レイ

アウト

120013 償却資産

申告書

（償却資

産課税台

帳）（汎

用紙）

（用紙日本産業規格Ａ４・草色） （用紙日本産業規格Ａ４） 帳票レイアウトに色の指定がされているが、事務コスト削減

目的で汎用紙を実装必須帳票とするならば、色の指定を削除

してほしい。

白紙の連続用紙に黒で印刷。

報告

頂戴したご意見を踏まえ、各帳票「帳票

ID0120013」、「帳票ID0120017」及び「帳票

ID0120020」帳票要件 備考欄に以下の定義を追加

します。

本帳票は汎用紙のため、色指定は地方団体の判断に委

ねる

承知しました。

0 0 0 記載の通りに反映します。

307 帳票印字

項目・諸

元表

0120011

0120012

0120013

0120021

償却資産

申告書

（償却資

産課税台

帳）

償却資産

申告書

（閲覧

用）

12 事業種目 「その他編集条件」に記載なし （例）国税（所得税及び法人税確定申告書）の事業種一覧で

管理する

償却資産申告書への事業種目の記載については、現状納税義

務者によって自由な記述が可能となっている。申告書に当該

項目を記載させる趣旨が、事業者へのアンケート等ではな

く、統計資料の基礎とするためなど、明確な目的があるとす

れば記載項目の統一化を行うべきであると考える。今後、各

ベンダーがパッケージソフトを製作する際には、納税義務者

マスタや課税台帳に記載する事業種目をリスト化してユーザ

である職員が選択する方式を採用することが想定されるた

め、その意味でも統一化は将来的に避けられないと思料され

る。例えば、納税義務者にとって既に馴染みがあると考えら

れる国税（所得税及び法人税確定申告書）の事業種一覧から

記載することとできれば、職員は現在のようにシステムで提

示されたリストの中からどれが申告書の記載内容に一番近い

かを判断する必要がなくなり、団体の事務効率化に繋がる。

・納税者が申告書の「事業種目」を記入（又は何らかのシス

テムで入力）する際、馴染みのある国税の事業種一覧から選

択する。

・パッケージベンダ又は地方税共同機構は、上記事業種目を

基にパッケージ又はeLTAXの設計を行えば、納税者⇔地方団

体のデータ連携が円滑化する。

質問

頂戴したご意見を踏まえ、帳票レイアウト上の6「事業種

目」に「国税（所得税及び法人税確定申告書）」より事

業種目を記載いただく様式にて検討しております。ご意見

があればお聞かせください。

※シート「償却資産申告書（償却資産課税台帳）」を

参照ください

要望として、事業種目の記載（リスト

化）により、不明な場合も想定されるの

で、空欄も認めていただきたいと思います。

賛成 意見はありません。 賛成 賛成 特に意見はありません。 賛成 意見はありません。 賛成 賛成
国税申告書（所得税及び法人税確定申告書）と同一

内容を記載する様式とすることに賛成です。
賛成 賛成

意見の根拠でもあるように当市の申告書

様式でも事業種目について申告者が記述

できるようになっている。種目がリスト化され

ていると、申告書の情報を抜き出し加工

する際に便利なので賛成です。システム移

行前の自由記述のデータもそのまま残して

いただけると助かります。

賛成 賛成 賛成 異論ありません。

当機構への影響としては、申告様式の改

訂となるため、eLTAX（PCdesk）の改

修が必要となる認識です。

様式改訂の時期に合わせて改修スケ

ジュールを組ませていただきますので、改定

時期が決まり次第情報提供をお願いしま

す。

※後続の項番でPCdeskに実装している

様式も同じ回答となります。

11 0 0

国税（所得税及び法人税確定申告書）の事業種一覧を凡例に基本データ

リスト上のデータ項目ID：012-00805　「事業種目名称」をコード管理し、

システム上はコードにて管理することとします。

なお、本検討結果の反映時期については関係各所と協議の上、今後検討し

て参ります。

311 帳票レイ

アウト

0120011

0120012

0120013

0120021

償却資産

申告書

（償却資

産課税台

帳）

償却資産

申告書

（閲覧

用）

31 事業所用家屋の

所有区分

単独で項目が存在する 市区町村における事業所等資産の所在地①～③と組み合わせ

て記載することができる様式とする（横浜市様様式のイメー

ジ）

納税義務者は複数の事業用家屋を所有している場合があり、

現在のように単独項目として設置してもあまり有用ではな

い。「市区町村における事業所等資産の所在地」ごとに家屋

の所有区分を記載することとした方が、申告情報の充実を図

ることができ、申告内容確認調査にも資するものとなる。

納税義務者が、市区町村における事業所等資産の所在地ごと

に家屋の所有区分を申告する。

質問

頂戴したご意見を踏まえ、帳票レイアウト上の17「市区

町村における事業所等資産の所在地①～③」に19「事

業所用家屋の所有区分」を含める様式を検討しておりま

す。ご意見があればお聞かせください。

※シート「償却資産申告書（償却資産課税台帳）」を

参照ください

反対

管理が煩雑となることから、不要と考えま

す。

賛成 意見はありません。 賛成 賛成 賛成 意見はありません。 その他

17「～所在地」欄に19「～所有区分」を含めることについては賛成で

すが、表記については修正した方がよいかと思います。現在の案では19

に記載していた時と同じく「自己所有」「借家」にチェックする表記となっ

ていますが、単に「自己所有」だけでは所在地（＝土地）が自己所有

か否かを問われていると誤認する等家屋のことだと伝わらないケースが考

えられます。そのため、単に「自己所有」ではなく「自己所有家屋」と表

記する、もしくは、「自己所有」の表記はそのままで、余白に「家屋の所

有区分」と記載するなど対応した方が伝わりやすいのではないかと考え

ます。

例）　　　　　　　　　　　家屋の所有区分

　　　17  　　　　　 　　　□自己所有

　　　　　　①　　　　　　　□借家

賛成

帳票レイアウト上の17「市区町村における事業所等資産

の所在地①～③」に19「事業所用家屋の所有区分」を

含める様式とすることに賛成です。

賛成 賛成

項目17・19についてどちらかしか記載がな

いパターンがとても多いため、所在地・所有

区分を組み合わせて記載が出来る様式

はとてもいいと思います。

賛成 賛成 賛成 異論ありません。 10 0 1

一部自治体の提示事例を参考に以下にてレイアウトを変更します。

17  　　　　　 　 □自己所有家屋

　　　　　　　　　　□借家

313 帳票レイ

アウト

0120011

0120012

0120013

0120021

償却資産

申告書

（償却資

産課税台

帳）

償却資産

申告書

（閲覧

用）

152 課税標準の特例

名称

項目が存在する レイアウトから削除する 特例該当有無は、従前から存在する項目「13 課税標準の特

例」で確認可能である（チェックボックス設置は、上記項目

と重複しており不要である。）。納税義務者が適用されるこ

ととなる特例は１種類とは限らず、複数の特例が適用されて

いる納税義務者が多く存在している。本様式で特例類型を把

握するのは困難であるため、レイアウトから削除すべきであ

る。本項目を残す場合、印字すべき特例類型が複数存在する

場合の印字優先基準をご教示いただきたい。

申告不要な項目はレイアウトから削除し、納税義務者の負担

を軽減する。

質問

頂戴したご意見を踏まえ、原則帳票レイアウト上の13

「課税標準の特例」を用いる前提にに22「課税標準の特

例名称」を削除するべきか検討しております。ご意見があ

ればお聞かせください。

※シート「償却資産申告書（償却資産課税台帳）」を

参照ください

賛成

問題ございません。

賛成
「課税標準の特例名称」は削除してよいと

思います。
賛成 賛成 削除の方向で問題ありません。 賛成 削除すべきと考えます。 賛成 賛成

帳票レイアウト上の22「課税標準の特例名称」を削除す

ることに賛成です。
賛成

納税義務者の負担の軽減となると思われ

るので、項目をレイアウトから削除すること

に賛成です。

賛成

当市の申告書も特例名称を記入してもら

う項目はありません。もし、欄を残すのなら

特例に限らず減免・非課税の名称も記載

できるようにしたらいいと思います。

賛成 賛成
市区町村の実務に関する事項のため、回

答を控えます。
10 0 0 反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴しているため、記載の通りにレ

イアウトから削除します。

530 帳票レイ

アウト

120011 償却資産

申告書

（償却資

産課税台

帳）

15 この申告に応答

する者の係及び

担当者

税理士等の氏名

枠が狭い 枠の拡大 手書きでの申告も多いため、枠を拡大する。（項番号15～

18）

現行の申告書の枠の方が広い。

質問

頂戴したご意見を踏まえ、原則帳票レイアウト上の8「この

申告に応答する者の係及び氏名」及び9「税理士等の氏

名」を枠を拡張を検討しております。ご意見があればお聞

かせください。

※シート「償却資産申告書（償却資産課税台帳）」を

参照ください

タイトル文字が小さく読みずらいと考えま

す。例えば「応答者の係及び氏名」程度

に短縮したほうが良いのではないでしょう

か。 賛成 意見はありません。 賛成 賛成 賛成 意見はありません。 賛成

賛成です。また、「この申告に応答する者の係及び氏名」が縮小表示さ

れており、視力が悪い方にとっては見辛いと思われるため、改行するなど

して大きく表示する方が良いと考えます。

賛成

帳票レイアウト上の8「この申告に応答する者の係及び氏

名」及び9「税理士等の氏名」の枠を拡張することに賛成で

す。

賛成 賛成

当市の申告書も同様の項目があるのです

が、枠が小さく手書きの申告書についてとて

も見づらいため広くすることに賛成です、

賛成 賛成
市区町村の実務に関する事項のため、回

答を控えます。
10 0 0

反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴しているため、記載の通りにレ

イアウトを修正します。

なお以下の表記とします。

この申告に応答する

者の係及び氏名

### 帳票印字

項目・諸元

表

012001

5

種類別明

細書（増

加資産・全

資産）

（専用紙

かつ複写

式）

7 資産の種類 - ※　備考を想定

「以下のうち該当する数字を記載する。

１　構築物　２　機械及び装置　３　船舶　４　航空機　５　車両及

び運搬具　６　工具、器具及び備品」

記載する値を帳票上にて指定することで、住民サービスの向上と、記載

誤りの防止による業務効率化につながるため。

左記のとおり。

自治体間で記載方法が異なると、特に複数市町村へ申告する事業者

を中心に負担となってしまう（団体間で申告方法を変更しなければな

らない）。

報告

頂戴したご意見を踏まえ、帳票下部の余白に以下の凡例

を固定文言として記載します。

注意　「資産の種類」の欄は、

１　構築物　２　機械及び装置　３　船舶　４　航空機

５　車両及び運搬具　６　工具、器具及び備品

のいずれかの数字をご記載ください。

※シート「種類別明細書（増加資産・全資産用）」を参

照ください

印字領域が下部になりすぎているため、印

刷が見切れる可能性が高くなります。２

段に分けるなど、極力下部にスペースを確

保いただくようお願いいたします。

0 0 0

頂戴した意見を参考に、以下のレイアウトの通りに凡例を追記します。

注意２　　「資産の種類」の欄は、１　構築物　２　機械及び装置　３　船舶

４　航空機　５　車両及び運搬具　６　工具、器具及び備品　のいずれかの

数字をご記載ください。

### 帳票印字

項目・諸元

表

012001

5

種類別明

細書（増

加資産・全

資産）

（専用紙

かつ複写

式）

11 年号 - ※　備考を想定

「以下のうち該当する数字を記載する。

３　昭和　４　平成　５　令和」

上記に同じ 上記に同じ

報告

頂戴したご意見を踏まえ、帳票下部の余白に以下の凡例

を固定文言として記載します。

注意　「取得年月」の欄は、

３　昭和　４　平成　５　令和

のいずれかの数字をご記載ください。

※シート「種類別明細書（増加資産・全資産用）」を参

照ください

印字領域が下部になりすぎているため、印

刷が見切れる可能性が高くなります。２

段に分けるなど、極力下部にスペースを確

保いただくようお願いいたします。

0 0 0

頂戴した意見を参考に、以下のレイアウトの通りに凡例を追記します。

注意３　　「取得年月」の欄は、３　昭和　４　平成　５　令和　のいずれかの

数字をご記載ください。

### 帳票印字

項目・諸元

表

012001

5

種類別明

細書（増

加資産・全

資産）

（専用紙

かつ複写

式）

注意 - 「元日取得」の欄は、元日（１月１日）に取得した場合には１をご

記載ください。

上記に同じ 上記に同じ

報告

頂戴したご意見を踏まえ、帳票下部の余白に以下の凡例

を固定文言として記載します。

注意　「元日取得」の欄は、元日（１月１日）に取得し

た場合には１をご記載ください。

※シート「種類別明細書（増加資産・全資産用）」を参

照ください

印字領域が下部になりすぎているため、印

刷が見切れる可能性が高くなります。２

段に分けるなど、極力下部にスペースを確

保いただくようお願いいたします。

0 0 0

頂戴した意見を参考に、以下のレイアウトの通りに凡例を追記します。

注意４　　「元日取得」の欄は、元日（１月１日）に取得した場合には１を

ご記載ください。

K市 デジタル庁 L市

事務局方針賛成 反対 その他

F市 G市 H市 I市 J市A市 B市 C市 D市 E市構成員向け区分

（質問・報告）
質問内容

No
意見の根拠

運用想定
要件

項目名称
仕様書改

定案の対
帳票ID 帳票名 項目番号


